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模倣品・海賊版拡散防止条約－議論されている主要項目の概要（仮訳） 
 

 
背景 
国際貿易における模倣品・海賊版の流通は急増し、世界経済の持続的な発展

に対する脅威がかつてないほど高まっています。模倣品・海賊版の貿易は、権

利者や合法的なビジネスにとって重大な経済的損失をもたらし、また先進国と

途上国の双方の持続的な経済成長を妨げ、消費者への脅威となる場合がありま

す。 
 
専門的知識、イノベーション、品質及び創造性は、知識基盤型経済における

成功のための主要な要素です。適切な知的財産権の保護と執行は、これらの要

素を育成するための鍵となる条件です。２００６年に、日本と米国は、模倣品・

海賊版への対処を支援するための複数国間の新たな条約、いわゆる模倣品・海

賊版拡散防止条約（ACTA）を提唱しました。このイニシアティブの目的は、模

倣品・海賊版への対処に関心を持つ先進国及び途上国が結束させるとともに、

知的財産権を執行するための効果的な国際的基準を含む国際協力を強化するた

めの協定の交渉を行うことです。 
 
２００６年から２００７年にかけて、初期の関心を有する者（カナダ、欧州

連合、日本、スイス、米国）は、ACTA に関する予備的な議論を行いました。

２００８年６月には、より広範な参加者（オーストラリア、カナダ、欧州連合

及び２７加盟国、日本、メキシコ、モロッコ、ニュージーランド、韓国、シン

ガポール、スイス並びに米国）を得て、交渉が開始されました。参加国は 2010
年中の交渉妥結を目指しています。会合の議題については、事前に各国のウェ

ブサイト上で公開されています。 
 
各種団体が、交渉の内容についてより多くの情報を入手したいと関心を示し、

条文案の公開を求めてきています。しかしながら、主権国家間で貿易交渉を行

っている間は、特に交渉の初期段階においては、交渉中の文書を公衆一般に共

有しないことが受け入れられた慣行となっています。この慣行により、各国代

表団は、交渉を円滑に進め、複雑な問題を合意に導くために必要な譲歩を促す

よう秘密のものとして意見を交換することができます。現時点においては、

ACTA 交渉における各国代表団は、依然として最終的に条約に含まれうる種々

の項目について様々な提案を議論しています。条約のテキストの包括的な提案

は存在しません。 
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この文書は、条約案の目的を明らかにし、議論されている問題を簡潔に説明

するものです。また、様々な表題の中で提案されている項目を概観し、主要な

問題を明らかにするものです。重要なことは、議論は継続中であるということ

であり、新たな問題が生ずる可能性やいくつかの問題が最終的に本条約に含ま

れない可能性もあります。この文書は、本条約の最終的な構成や内容を予断す

るものではなく、これらが交渉の現段階において議論されている以下のものと

は異なる可能性があります。 
 
ACTAの目的 

ACTA は、増大する模倣品・海賊版による被害に対し、より効率的に対処す

るために知的財産権の執行のための効果的な国際的な基準を設定することをそ

の目的とします。特に ACTA は、国際協力を強化し、効率的な知的財産権の執

行に寄与する慣行の枠組みを強化し、関連する執行措置を強化することにより、

今日的な課題に取り組む知的財産権の執行のための合意された標準規定を締約

国間で設定することを目指しています。その狙いは、一般市民の活動よりもむ

しろ商業的利益に重大な影響を及ぼす模倣品・海賊版に係る活動にあります。

ACTA は、締約国が一般市民の基本的権利や自由を尊重することに介入するも

のではなく、WTO 知的所有権の貿易関連の側面に関する（TRIPS）協定に完全

に整合的なもので、TRIPS と公衆衛生に関する宣言を尊重するものです。 

 
ACTA の構成と内容 

ACTA は、知的財産の分野において既に存在している国際的規則、とりわけ、

TRIPS 協定を土台として策定することを目指しており、参加国が国際的な法的

枠組みが存在しないあるいは強化する必要があると認識している多数の問題を

扱うものです。現段階で議論されている本条約の構成案は以下のとおりです。 
 
第一章 冒頭規定及び定義 
本章は、目的、適用範囲、定義等、本条約全体にまたがる事項を明確化する

ものです。本章は本条約の原則の説明も含み得ます。 
 
第二章 知的財産権の執行のための法的枠組み 
第一節 民事上の執行 
民事上の執行では、知的財産法に違反していることが立証された場合に、裁

判所その他の権限ある当局に対し特定の措置を命令し又は執る権限を与えるこ

と及びそれらの権限行使の時期及び方法についての規則を定めます。本節で議
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論されている事項には以下のようなものがあります。 
 本節の適用範囲（いかなる知的財産権が本節の規定の対象となるか。） 
 特に権利者が被った損害額を算定することが困難である場合の適切な損害

の定義及び賠償額の決定方法 
 当事者に侵害行為をやめるように差止めを命ずる司法当局の権限 
 救済措置（知的財産権を侵害すると認定された場合の物品の廃棄、侵害品の

製造や生産に使用された材料及び道具が、いかなる条件の下に、いかなる範

囲で廃棄され又は流通経路から排除されなければならないか等） 
 暫定措置（司法当局又は権限ある当局が、一定の場合において、必ずしも当

事者への聴取を要せず物品、材料及び証拠書類の差押えを命ずる等） 
 合理的な訴訟の手数料及び費用の償還 
 
第二節 国境措置 
国境措置は、税関その他の権限ある当局が知的財産権を侵害する物品が国境

を越えることを防止するため執ることができる措置を定めます。またこれらの

措置に付随する手続も規定します。本節で議論されている事項には以下のよう

なものがあります。 
 本節の適用範囲－いかなる知的財産権が対象となるのか、物品の輸入に対し

てのみ適用されるとすべきか、又は等しく輸出及び通過についても適用され

るのか。 
 旅行者が私的使用のために手荷物を持ち込むことができるようにするため

の少量の場合の例外 
 権利者が税関に対し、知的財産権を侵害すると疑われる物品が国境で流入す

るのを停止するよう申立てるための手続 
 税関が職権で物品の停止を開始することができる権限（権利者からの申立て

なく、税関自身の発意に基づくもの） 
 停止された物品が知的財産権を侵害するか否かについて権限ある当局が決

定するための手続 
 権利者の許可なく物品が自由な流通へ解放されないことを確保する手段、及

びあり得る例外 
 知的財産権を侵害すると決定された物品の没収及び廃棄、並びにあり得る例

外 
 保管及び廃棄費用についての責任 
 被申立人の保護及び濫用防止のために、権利者に対し、合理的な担保又は同

等の保証を提供するよう要求する権限ある当局の権能 
 侵害品の貨物に関する重要情報を権利者に開示する権限 
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第三節 刑事上の執行 
本節は締約国が刑事上の手続及び罰則を提供すべき場合を定めます。本節で

議論されている事項には以下のようなものがあります。 
 商標の不正使用、著作権及び関連する権利に関する違法な複製について、刑

事上の制裁が課される侵害の規模を明らかにすること 
 刑事罰の範囲の明確化 
 知的財産権の侵害について、関連する当局がいかなる場合において自己の発

意により（職権すなわち権利者の申立てなしに）侵害者に対して行動する権

限を与えられるか 
 知的財産権を侵害する疑いのある物品、侵害行為に使用された材料及び道具、

証拠書類並びに侵害行為により生じ又は得られた資産の捜索及び（又は）押

収を命ずる権限 
 侵害物品の没収及び廃棄を命ずる司法当局の権限 
 侵害行為により生じ、又は直接若しくは間接に得られた資産の没収を命じる

司法当局の権限 
 侵害物品の生産に使用された材料及び道具の没収及び（又は）廃棄を命ずる

司法当局の権限 
 映画その他の視聴覚的著作物の盗撮に関する刑事上の手続き及び罰則 
 模倣ラベルの取引の場合における刑事上の手続及び罰則 
 
第四節 デジタル環境における知的財産権の執行 
本節は、例えば、インターネット上における著作権及び関連する権利の侵害

防止に関するインターネット・サービス・プロバイダのあり得る役割と責任と

いった新たな技術が知的財産権の執行にもたらす特別な課題を定めます。議論

されている項目は以下のような場合における救済措置の適用可能性の問題を含

みます。 
 例外と制限の適用を妨げない、第三者への責任追及 
 オンライン上の侵害品の取扱（オンライン・サービス・プロバイダの法的責

任の制限を含む） 
 技術的保護手段の回避（例外と制限の適用を含む） 
 権利管理情報の保護（例外と制限の適用を含む） 
 
第三章 国際協力 
模倣品及び海賊版の国際流通は、しばしば組織的犯罪ネットワークが関与す

る世界的に大きな問題になっています。ACTA 参加国は、この課題に対し共同
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して取り組む必要があります。国際協力について規定する本章では、以下の種

類の課題に取り組む予定です。 
 知的財産権の完全なる効果的保護を実現するには国際的な執行協力が不可

欠であるという認識 
 現行の国際約束に合致した、知的財産権の執行に関する締約国の権限ある当

局間の協力 
 プライバシー及び守秘情報保護のための国際的規則及び関係する各国国内

法に従った締約国間の統計資料及び最良の実例に関する情報を含む関連情

報の共有 
 適当な場合、締約国のうち途上国、第三国等に対する執行の改善のための能

力構築及び技術支援 
 
第四章 執行実務 
第二章がより効果的な知的財産権の執行を促進するために制定される法令に

ついて焦点をあてるのに対し、本章はこれらの法令を適用するために当局によ

って使用される手段に焦点をあてるものです。執行実務に関する本章が対象と

する範囲は次のものを含みます。 
 知的財産権の効果的な執行を確保するため求められる、権限ある当局間にお

ける専門家の育成 
 統計資料や知的財産権の侵害に対処するための最良の実例を含む関連情報

の収集及び分析 
 公式又は非公式の公的／私的な諮問団体を含む知的財産権の執行に関する、

権限ある当局間の国内における調整 
 模倣品・海賊版が含まれていることが疑われる貨物をより効果的に特定し対

処することを税関当局に可能にする措置 
 知的財産権の執行に関する手続の情報の公表 
 知的財産権侵害の有害な影響への公衆意識の向上 
執行実務及び公衆との間における情報共有のための本章に規定する義務と勧

告は、既存の国際約束並びに捜査技術、機密の法執行情報及びプライバシー権

を保護する必要性を考慮し、かつ整合的でなければなりません。 
 
第五章 制度上の措置 
本章は、本条約の履行に関する問題、締約国会合の開催時期及び方法、その

他本条約に関わる事務的な詳細事項など制度上の設定に関わる必要な条項すべ

てを含みます。 
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第六章 最終規定 
本条約の最終規定は、条約への加入方法、条約からの脱退方法及び将来の条

約の改正方法など本条約をどのように機能させるかについての詳細事項等を扱

います。 
（了） 


